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（公社）全日本トラック協会 ダンプカー部会 

被災地の復旧・復興促進に係るダンプカー輸送について 

 

 

 

 

 

１．被災地におけるダンプカー不足について 

 

・・・・資料「①被災地におけるダンプカーの逼迫状況」 

 

 

 

 

２．全国からの応援ダンプカー受け入れ体制について 

 

・・・・資料「②被災地へのダンプカー派遣に関するアンケート調査結果 概要」 

「③宿泊施設・車庫施設整備の事例 ㈱大興」 

「④全日本トラック協会の要望に係る被災地復興における懸案事項について（案）」 

 

 

 

 

３．全日本トラック協会ダンプカー部会の最近の主な取組み状況について 

 

・・・・資料「⑤全日本トラック協会ダンプカー部会 最近の主な取組み状況について」 



①被災地におけるダンプカーの逼迫状況 

 

ダンプトラック運送事業者は、下図のような複雑な下請構造がある。（実際はさらに多層になっている） 

これは、個々のダンプ事業者のほとんどが小規模零細企業であるため、複雑なつながりを持ちながら工事需要に対応

するためである。 

 

現場Ａ、現場Ｂの工事時期がずれていれば、ダンプカーの供給は十分であるが、工事時期が重なれば、両現場から

の需要には応えられない状況が発生する。 

対応するためには、まずダンプカーの増車をする事が考えられるが、多くの車両を抱えることは経営上のリスクを抱える事

となり、現実的ではない。 

被災地においては、まさに各現場の工事が重なっている状況であり、地元のダンプトラック運送事業者だけでは需要に

応えられない。来週は何台の車両が必要なのか、来月は何台の車両が必要なのか、又は余るのか…が、把握出来ない

状態である。 

この状況を緩和するのが「貨物自動車運送事業者が東日本大震災の被災地域において事業を行うため車両の移動

等に関する取扱いの特例」である。 

しかしながら、旧来の付き合いがある地元の建設会社との関係があれば、そちらの仕事を優先せざるを得ず、また、派

遣先での経費増（宿舎代、駐車場賃貸料、運転者への手当等）が賄えない運賃であれば、被災地への車両、ドライ

バー派遣を躊躇せざるを得ない。 



②被災地へのダンプカー派遣に関するアンケート調査結果 概要 

H25.5.20 

 

※実施日・・・平成２５年５月１０日（金） 

発信数・・・１２４５件（発信先：各都道府県ト協ダンプカー部会員等） 

回収数・・・ ４２２件（回収率：３３．９％） 

 

（１）被災地にダンプカー及びドライバーを派遣することについて【回答数：４２０件】 

 

既に派遣している   ・・・ ２４件（ ５．７１％） 

条件が合えば派遣したい・・・ ４３件（１０．２４％） 

派遣は考えていない  ・・・３５３件（８４．０５％） 

 

 

（２）被災地へダンプカー及びドライバーを派遣するに当たり、運賃とは別に、滞在費用（宿泊費

用、駐車場賃貸料等）として見込まれる額について【回答数：５７件】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）被災地派遣に必要な情報、条件、経費上乗せ分が満たされていると仮定した場合、派遣可能

な台数等について【複数回答有り】 

 

 

 

 

 

 

 

10,000円未満 

35.09% 

10,000円以上

15,000円未満 

19.30% 

15,000円以上

20,000円未満 

21.05% 

20,000円以上

25,000円未満 

12.28% 

10,000円未満 

10,000円以上15,000円未満 

15,000円以上20,000円未満 

20,000円以上25,000円未満 

25,000円以上30,000円未満 

30,000円以上35,000円未満 

35,000円以上40,000円未満 

45,000円以上50,000円未満 

50,000円以上 

台数平均
（台）

総台数
（台）

回答数
（件数）

台数平均
（台）

総台数
（台）

回答数
（件数）

台数平均
（台）

総台数
（台）

回答数
（件数）

4.25 133 28 4.21 189 43 4.78 150 32

派遣先が岩手県の場合派遣先が宮城県の場合派遣先が福島県の場合



③宿泊施設・車庫施設整備の事例 (株)大興 

 

１運行１４４時間規制の被災地特例措置の活用による全国からの応援ダンプカーを受け入れる為の

宿泊施設（車庫施設）を整備。 

 

◆宿泊施設 

整備費用：２６，５００，０００円 

敷地面積：約１３５㎡ 

宿泊可能人数：約３５名 

◆車庫 

整備費用：１１，５５０，０００円 

敷地面積：約６，６００㎡ 

収容台数：約２００台以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車  庫 

(株)大興 

仙台営業所 
宿 泊 施 設 

出

入

口 

出 入 口 

出

入

口 

(株)大興 

仙台営業所車庫 

（１０台分） 

約 100m 

約 65m 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊施設（外観）              浴室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業所（点呼場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  休憩・睡眠室           食堂 

 

 

 

 

 

 

 

 

車庫 

 



④全日本トラック協会の要望に係る被災地復興における懸案事項について（案） 

 

平成２５年６月２１日 

（公社）全日本トラック協会 ダンプカー部会 

 

 

１．「貨物自動車運送事業者が東日本大震災の被災地域において事業を行うた

めの車両の移動等に関する取扱いの特例」期間延長について 

 

ダンプカー不足への対応として、平成２３年９月１３日付け通達により、被災地への全

国各地からのダンプカー応援が可能となり、何とか最低限の需要に応えている状況である。

しかしながら、１４４時間規制の特例措置については、再延長がなければ今年の９月で期

限切れを迎え、更なる復興の本格化に伴うダンプカー需要が増えることも予想されている

中、今後果たしてその需要に応えられるのかという不安の声が事業者からも聞かれている。 

このような状況を踏まえ、ダンプカー不足による復興の遅れを生じさせないためにも復

興事業による需要増が収束するまでの期間については、１４４時間規制の特例措置を延長

して頂きたい。 

 

２．経費増分に伴う対価の支払いについて 
 

近年、ダンプカー車両数は減少傾向にあり、現在のダンプカー輸送需要の増大も復興需

要による一過性の特需であることは明らかであり、事業者は車両の増備には慎重にならざ

るを得ない。しかも、景気の回復に伴い、現在ダンプカーを派遣している各事業者の地元

における需要が今後回復してくるとすれば、地元の要請を断ってまで被災地へダンプカー

を派遣することは難しくなることが想定される。 

ついては、派遣する上での経費増を考慮した対価を保証する仕組みを構築して頂きたい。 

 

３．被災地における仕事の発注量の平準化について 
 

毎年４月～６月の時期については、ダンプカー輸送事業者にとっては閑散期となる。そ

の為、復興のために地方から応援に来て頂いたダンプカー輸送事業者は仕事がない状態の

まま放置されることとなり、結果として経費削減の為地元へ帰らざるを得ない。しかも一

旦撤収してしまうと、当該事業者にとっては遠距離である現地まで再度赴くことは、コス

トや長距離運行に伴う疲労の蓄積による事故発生の危険性の面からも好ましくなく、要請

に応じたい気持ちがあっても派遣に対して躊躇せざるを得ない。 

ついては、来年度以降、被災地復興工事の全体的な実施状況や進捗状況をコントロール

し、全体的な仕事の発注量を平準化して頂きたい（工区毎に区切った発注であっても、元

請け専属ダンプカーにこだわるのではなく、相互間利用による稼働率向上に向けた効率性

化を図る。共同体等による共同配車制等）。 



４．特例措置における宿泊施設・車庫用地の整備について 
 

１４４時間規制の特例措置を活用した全国からの応援ダンプカーを受け入れる被災地

の体制として、宿泊施設・車庫施設を適切に整備することが必要である。しかし、復興作

業工程の進捗具合によって施設必要数の変動がある事から、事業者の負担によって宿泊施

設・車庫施設を整備することは困難である。 

宿泊施設について、現状被災地では作業員用宿舎、旅館、民宿を借り上げたり、プレハ

ブ建築で元請建設会社等が保有、貸出を行なったりしているが、多層下請構造において、

下流側の事業者の多くは運賃から宿舎費用等を賄うことが難しい。廉価で適切な宿泊施設

を確保しようとすると、運送事業者営業所から離れた場所になってしまうケースもあり、

労働環境としては適切とは言えない。 

車庫施設については、１４４時間規制の特例措置により申合せをしている現地運送事業

者の余剰敷地を使用することで確保するケースが多いが、スペースが不足している場合に

は近隣の駐車場や空き地を借り受けなければならない。今後の復興需要の増加に伴い被災

地へ流入するダンプカーが増加し、車庫施設が不足することが考えられる。 

スムーズな復興事業の実施や、適切な労働環境を提供する観点から、行政側の主導によ

る宿泊施設・車庫用地の整備、及び民間企業が整備した場合の補助金制度の創設して頂き

たい（共同配送出来得る施設、ターミナル化を構築し、復旧に係るダンプカーの安定供給

を図る）。 

 

以上 



⑤全日本トラック協会ダンプカー部会 最近の主な取組み状況について 

 

平成２５年９月１０日 

全日本トラック協会 ダンプカー部会 

 

 

平成２５年 ５月２４日 全ト協ダンプカー部会 正副部会長・監事合同会議 

◇被災地への車両派遣可能台数等調査に係るアンケートの結果、

及び今後の全ト協ダンプカー部会の被災地復興促進に向けて

の懸案事項について協議を行った。 

 

 

※参考 

平成２５年 ７月２３日 東北ブロックダンプ輸送協議会より、東北運輸局へ１運行１４

４時間規制に係る被災地特例の再延長について要望書提出 

◇被災地特例再延長の為、現在の被災地特例活用状況について、

調査を行うこととなった。 

 

 

平成２５年 ９月 ３日 宮城県土木部事業管理課 訪問 

◇被災地におけるダンプカー不足が復旧・復興促進の為の弊害

であり、その対策として全国からの応援ダンプカーが不可欠

であること、また、被災地においてそれを受け入れる体制が

必要なことについて説明を行った（復興工事に係る複数年契

約の活用、及び行政による宿泊施設等の整備、また、民間企

業がそれを整備した際の補助金制度の創設等）。 

 

 

平成２５年 ９月 ５日 第３７回全ト協ダンプカー部会 総会 

◇被災地の復旧・復興促進に係る活動について報告した。また、

全日本トラック協会ダンプカー部会として今後も被災地復興

に係る活動に積極的に取り組んでいくことが承認された。 


